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ました。 
○ 「在宅医療支援薬局数」の数値目標については、達成できた一方で、令和３年

度から新たに地域連携薬局の制度ができ、薬局の更なる在宅医療の参画と質の
向上を図るため、目標を「地域連携薬局数」に変更しました。

○ 「患者の意思確認をするための体制」について、具体的な施策として、「患者の意
向を尊重した意思決定支援研修会受講者数」の増加に変更しました。

○ 「人生の最終段階における医療やケアについて家族と話し合ったことがある者の割
合」について、対象者を高齢者（65歳以上）に変更しました。

○ 「在宅看取りを実施している診療所数」について、在宅看取りの実施体制は、県
全体では全国平均より充実しているものの、二次医療圏別でみると、全国平均を
下回っている圏域もあります。全圏域で全国平均以上の在宅看取りを実施できる
体制を整備するため、「診療所における在宅看取りの実施件数（65歳以上人口
10万人あたり）が全国平均以上の二次医療圏数」に変更しました。

■用語の説明
※1 在宅療養支援診療所 

24時間往診が可能な体制が確保され、国の定める基準を満たす診療所。 

※2 地域連携薬局 
令和３年８月から医薬品医療機器等法で新たに設けられた薬局の認定制度。高齢者

等の円滑な利用に適した構造設備を有する、地域包括ケアシステム構築に資する会議への
参加実績がある等の要件を満たす場合、他の医療提供施設との服薬情報の一元的・継続
的な情報連携に対応できる薬局として、知事から認定を受けることができる。なお、麻薬調
剤、無菌製剤処理に係る調剤等も要件となっている。 

※3 在宅医療サポートセンター 
訪問診療を実施する医師や後方支援機能を担う病院の登録、在宅医療を実施するかか

りつけ医のいない患者への専門医の紹介、医療職・介護職の相談等を実施する在宅医療の
総合相談窓口。 

※4 レスパイト入院
介護する家族等が休息をとるための一時的な入院。

※5 ＡＣＰ（アドバンス・ケア・プランニング） 
人生の最終段階における医療・ケアについて、あらかじめ本人が家族等や医療・ケアチームと

繰り返し話し合う取組。愛称は「人生会議」。 

※6 在宅療養支援歯科診療所 
在宅又は社会福祉施設等における療養を歯科医療面から支援し、国の定める基準を満

たす歯科診療所。 
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【第２節】 外来医療 
 
○ 平成30年に医療法が改正され、医療計画において定める事項に「外来医療に係る医      

療提供体制の確保に関する事項」が追加されました。 
外来医療に係る医療提供体制は、地域でその中心的な役割を担う無床診療所の開設   

が都市部に集中している状況にあることから、地域ごとの外来医療機能の偏在等の情報を
可視化し、新たに開業しようとしている医師及び医療機関等に開業にあたって参考となる情
報として提供することで、自主的な行動変容を促し、偏在の是正及び地域の外来医療提
供体制の充実に寄与することを基本的な考え方としています。 

加えて、医療機器の配置状況等も可視化し、共同利用を促すことで、医療機器の効率
的な活用の推進も図ることとしています。 

○ また、令和３年５月、「良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の確保を推進す
るための医療法等の一部を改正する法律」（令和３年法律第49号）により、外来医療の
機能の明確化・連携に向けて、医療機関の管理者が外来医療の実施状況等を都道府県
知事に報告する外来機能報告が医療法に追加されました。 

医療資源を重点的に活用する外来を地域で基幹的に担う医療機関を「紹介受診重点
医療機関」として位置づけることで、地域の外来医療における患者の流れの円滑化を図るこ
ととしています。 

○ 本事項については「第八次（前期）外来医療計画」（別冊）として定めます。なお、第
八次（前期）外来医療計画の計画期間は令和６年度から令和８年度の３年間とし、
３年後に見直しを行います。 

 
第八次（前期）外来医療計画の概要  

 現状と課題  
○ 地域ごとの外来医療機能の偏在・不足等の状況の客観的な把握にあたっては、

外来医療のサービスの提供主体は医師であり、外来医療機能の多くは診療所で提
供されていることから、診療所の医師数に基づく指標（以下「外来医師偏在指標」と
いう。）を用いることとされています。本県の保健医療圏別の外来医師偏在指標は
下表のとおりです。 

全国の二次医療圏のうち、上位３分の１に該当するものを「外来医師多数区域」
と設定することとされており、本県では新宮保健医療圏を除く６つの保健医療圏が外
来医師多数区域に該当します。 

 

保健医療圏 外来医師 
偏在指標 

外来医師 
多数区域 保健医療圏 外来医師 

偏在指標 
外来医師 
多数区域 

和歌山 148.9 該当 那 賀 125.0 該当 
橋 本 113.9 該当 有 田 133.2 該当 
御 坊 140.1 該当 田 辺 121.3 該当 
新 宮 95.7     
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○ 他県と比較すると、本県は相対的に診療所医師が多いとなっていますが、診療所 
医師数は近年は減少傾向にあります。年齢階級別では60歳代・70歳代の割合が
最も高く、今後10年あまりの間に、診療所医師の大幅な減少が懸念されます。 

 
【課題項目】 

① 地域の外来医療提供体制の確保 
② 患者の流れの円滑化 

 
 対象区域設定  

○ 対象区域は二次医療圏（保健医療圏）単位とします。 
 

 施策の方向  
（１）開業医の地域医療への参画 

● 外来医療機能に関する情報を可視化し、開業にあたって参考となる情報として
公表します。 

● 新規開業希望者には、地域で不足する外来医療機能への協力を求めます。 
 

（２）医療機器の効率的な活用 
● 共同利用を促す対象医療機器の配置状況を可視化します。 
● ＣＴ及びＭＲＩを購入する医療機関には、共同利用を働きかけるとともに、共

同利用計画書の提出を求めます。 
 

（３）外来医療機能の明確化 
● 外来機能報告等を通じて、紹介受診重点医療機関を明確にし公表することで、

患者の流れの円滑化を図ります。 
 

（４）地域の協議の場における情報共有 
● （１）～（３）の取組状況について、地域の協議の場において、地元医師会        

をはじめとする医療関係者等と情報共有を行います。 
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 数値目標の設定と考え方  

 
 
 

 第八次（前期）外来医療計画は別冊になっています。 
和歌山県外来医療計画｜和歌山県ホームページ 
https://www.pref.wakayama.lg.jp/prefg/050100/imuka/d00203801.html 

 

開業医が地域医療に参画している

➢ 100%

3 医療機器の配置状況を可視化 医療機器が効率的に活用されている

共同利用計画書の提出率
➢ 100%

紹介受診重点医療機関の明確化

5 外来機能報告を実施

➢ 全ての保健医療圏

3
指標

紹介受診重点医療機関を決め
る協議を行った二次医療圏

2 患者の流れの円滑化

1 地域の外来医療提供体制の確保

2
指標

4
医療機器購入者へ、共同利用を
啓発

個別施策 施策効果 目指す姿

1
外来医療機能に関する情報を
可視化

1
指標

新規開業時の報告において、
地域で不足する外来医療機能
のいずれかを担うことに同意
した医療機関の割合

2
新規開業希望者へ、地域医療へ
の協力を啓発
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 数値目標の設定と考え方  
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